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摘 要 

中長期的な将来目標とそれを達成するための具体的な施策の展開がまとめられた地域計画は、関連す

る計画間の整合性と、様々な変化やリスクに対応できる柔軟性の両面が求められる。また、その策定プ

ロセスや評価のプロセスにおける住民参加を進め、地域が一体となって計画の推進にあたっていく必要

がある。本稿ではこの観点から、再生可能エネルギーの推進と自然景観保護のバランスが課題となって

いる山梨県北杜市を事例として、地域計画における整合性と柔軟性という視点から分析を行った。これ

らを基に、計画の策定プロセスにおける十分な合意形成を行うための適切な計画の見直しやそこに係わ

る市民・市民組織のあり方をまとめた。 

 

 

Ⅰ 地域計画研究とは何か 

 

行政を効率的かつ効果的に運営していくために

は、中長期レベルの目標を掲げ、これを年次ごと

の具体的な施策に展開していく計画的な対応が求

められる。市町村レベルにおけるこのような行政

計画は、地方自治法に基づく基本構想・基本計画

をベースとし、様々な分野における基本計画・実

施計画によって構成されている。 

社会の高度化やニーズの多様化に伴い、公共性

が高い公共計画には社会的な合意形成が求められ

る。これを実現するには、自治体の担当者の判断

だけでなくその地域に住む市民と行政が十分に議

論を行う場の形成が必要である。そこで人々の意

思を社会の意思決定に適切に反映させ、自治体の

方向性を決めることが、これからのまちづくりに

おいて必要である。このため、現在の日本では総

合計画や都市計画マスタープラン、環境計画など

の公共計画の策定段階において市民参加を進める

ことは当然のこととして考えられている（原科、

2005）。 

以上のことより、地域計画に求められることと

しては第一に、地域の状況を十分に踏まえた上で

中長期の将来目標が設定され、これらが具体的な

施策として展開されていることである（環境省、

2005）。この際、総合的な計画と部門別の計画など

の部門間、あるいは基本計画と実施計画といった

理念と具体の双方での連携が求められる。これら

は行政組織上の課題であり、いわゆる縦割りを乗

り越え、行政全体で体系的な計画を策定していく

ことが求められる（神戸市、2016）。しかしながら

実際には、部局間の力関係や引き継ぎ不足などに

より、計画間の連携が十分に取られないケースも

見受けられる。 
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第二に、計画策定プロセスにおいて、潜在的な

要素も含めた「地域が抱えるリスク」を可視化し、

これを地域住民と共有していくプロセスを構成す

ることが挙げられる（国土交通省、2012）。社会情

勢の変化は加速しており、この変化そのもの、あ

るいはこの変化に対応するための上位（国や都道

府県など）の政策の転換が、地域に大きな影響を

与えることがある。例えば、1980 年代後半のいわ

ゆるバブル経済期に、ダブついた投機マネーを背

景に各地で大規模な土地開発が進んだが、あまり

にも速いスピードで開発が進んだため、乱開発が

進んだり、ごみ処理など行政サービスが追い付か

なくなったりするようなケースが見られた。その

後不動産価格が暴落し、この時期の開発の多くが

負の遺産となったことが問題視された（金、2013）。

このような社会情勢の変化に備え、自治体は各種

の行政計画策定の際に、「持続性」「公平性」「復元

性」の三つの観点を踏まえていく必要がある（KW 

Hipel, SB Walker, 2011）。 

第三に、計画の評価を地域住民とともに進め、

いわゆる PDCA プロセスを協働型で実施していく

体制づくりが求められる（茂木、2006）。これまで、

事業の実施レベルにおける協働は様々な地域で取

り組まれてきたが、計画の評価の部分での協働は

必ずしも効果的に進められてきていない（国土交

通省、2009）。その理由として、計画の評価は専門

性の高いことと考えられ、当事者である行政担当

者による事務事業評価および、審議会などによる

第三者評価を中心に行われてきた。これらの評価

の質を向上するとともに、これらに加え受益者で

ある住民の計画評価プロセスへの参加のデザイン

と、それによる市民の学習プロセスの確保が課題

の一つであると言える。 

さて、2011 年の東日本大震災、またそれによる

原発事故により、我が国のエネルギー政策も大転

換を迫られることとなった。再生可能エネルギー

の固定価格買い取り制度（以下 FIT 制度）の導入

を背景に、各地で自律分散型の再生可能エネルギ

ーの導入が進められることとなった（経済産業省、

2016）。その中でも、環境アセスメントの対象外と

なった太陽光発電については、スタート時点での

買い取り価格が最も高かったこともあり、各地で

急速に導入が進められた（増川・坂内、2014）。そ

のような中で、条例の制定や改正をはじめ、様々

な制度を活用して導入をコントロールしている地

域もあれば、太陽光発電の導入による乱開発や景

観破壊などが問題となっている地域もある（環境

省、2016）。 

以上のような背景を踏まえ、本稿では、太陽光

発電施設の設置が進んでいる山梨県北杜市のエネ

ルギー政策を事例とし、関連する地域計画を計画

体系における「整合性」を保ちつつ、社会変化に

対応する「柔軟性」という二つの視点から分析す

るとともに、これらに関する市民参加のあり方に

ついて検討することを目的とする。 

 

Ⅱ 地域計画研究の視角からみた景観紛争 

 

1. 北杜市の概要と特徴 

 北杜市は東京から約 150kmの山梨県北西部に位

置する県内で最も面積の広い市である。平成の大

合併により 8 つの町が合併し、誕生した。面積は

602.48km
2、人口 47,922 人、人口密度 79.54 人/km

2

（いずれも 2016 年 9 月現在）と、面積では全国の

市の上位約 100 位に、また人口密度では全国の下

位 100 位以内に位置する。 

北杜市は森林面積が市の約 7～8 割を占めてお

り、市内に日本名山にも選ばれる山を複数有して

いる。山紫水明の地として自然景観が優れている。

首都圏近郊からおよそ 2 時間の交通アクセスで通

勤居住圏、別荘地等として発展してきた。また移

住を斡旋しており、その自然景観を求めて移住し

てくる人も少なくない。そしてその豊かな自然と

日本一の日照時間を活かし、再生可能エネルギー

の導入に積極的に取り組んできた。2012 年の FIT

制度により北杜市の太陽光発電施設は数を増やし 
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表 1 旧町村のエネルギービジョン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。その背景には、前述のような日照時間や用地

となる森林の量などに加え、市全体が都市計画区

域外であることなどが挙げられる。 

 

2. 北杜市における地域エネルギー計画の変遷 

(1) 旧町村の地域新エネルギービジョン 

 1997 年の京都議定書の採択など、地球温暖化防

止への期待が高まる中、合併前の旧 8 町村のうち、

明野町、高根町、長坂町、大泉町、小淵沢町、白

州町の 6 町では、2000 年～2003 年にかけてエネル

ギービジョンを策定し、太陽光発電をはじめとし

た再生可能エネルギーの導入を進めた。これらの

うち、4 町のエネルギービジョンには「自然エネ

ルギー」「新エネルギー」「持続可能エネルギー」 

表 2 北杜市地域新エネルギービジョン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

などの文言が掲げられており、国が RPS 法を施行

（2003 年）する以前の早い段階からこれらの取り

組みを構想していたことが伺える（表１）。 

(2) 北杜市地域新エネルギービジョン 

このビジョンは、先述の旧 6 町のビジョンを引

き継ぐ形で、北杜市のまちづくりの基本理念であ

る「人と自然が躍動する環境創造都市」を基本理

念におき、北杜市の地域特性や周辺社会状況を踏

まえ北杜市が誕生した 2006 年に策定された。この

際、未策定であった 2 町村に対してアンケートが

実施されている。新ビジョンは 3 つの基本方針と

6 つのアクションプランで構成されている。この

ビジョンの概要を表 2 にまとめる。 

なお、このビジョンの策定においては、学識経

験者、関係団体推薦など 15 名の委員による「北杜

市地域新エネルギービジョン策定委員会」が設置

され、4 回の会議を経て策定されている。 

(3) 北杜市再生可能エネルギービジョン 

2014 年に制定された「まち・ひと・しごと創生

法」により、2015 年度には各市町村で地方版総合

戦略の策定が進められた。北杜市も同年に地方版

総合戦略の策定を行い、「若者応援」「住まいづく 

旧町名 概要

明野町
(2000年)

明野中学校舎への太陽光発電設備の導入
「道の駅」空き地に風力発電設備の導入

通学路にマイクロ風車・太陽電池によるハイブ
リッド街路樹の導入

公共車両へのクリーンエネルギー自動車の転
換・導入

高根町
（2000年）

福祉、教育、文化施設等への新エネルギー導入

畜産資源等を活用したバイオマスエネルギーの
利用

南八ヶ岳花の森公園への新エネルギー導入

小淵沢町
（2001年）

ソーラー街灯整備事業
小淵沢小学校大規模改修事業

クリーンエネルギー自動車の利用
清里の清流を生かした小水力発電
清里駅前の新エネルギー導入

保育所環境整備事業
花パーク　フィオーレ小淵沢整備事業
大滝湧水整備事業

新エネルギーを活用した次世代型農業の導入
高根町の自然、生態とのふれあい

次世代型農業プロジェクト
産民協同プロジェクト

コージェネレーション導入検討事業
バイオマス有効活用事業

既設水路利用整備事業
山小屋整備事業
クリーンエネルギー自動車導入

旧町村地域新エネルギービジョン

緑の活用プロジェクト
未利用資源の活用プロジェクト
地域のパートナーシップ強化プロジェクト

村民への導入支援プロジェクト
未利用資源からのエネルギー利用プロジェクト

長坂町
（2003年）

環境学習、情報発信プロジェクト
太陽と風と水の活用プロジェクト

草の根プロジェクト

大泉町
（2002年）

行政の公共施設への導入プロジェクト
新エネルギーによる観光振興プロジェクト

白州町
（2001年）

名水プロジェクト
交流、拠点化プロジェクト

1　太陽エネルギー
   プロジェクト

4　未利用バイオマエネル
   ギーの活用プロジェクト

2　小水力エネルギー
   プロジェクト

5　BDF燃料プロジェクト

3　木質バイオマス
   エネルギープロジェクト

6　環境にやさしい
   まちづくりプロジェクト

・小水力発電の導入
・水のエネルギー動力利用

・BDF燃料の利用
・BD精製機の導入

・チップボイラーの導入
・薪ストーブ、ペレットスト
  ーブの導入
・木質バイオマスガス化シス
  テムの導入
・木質バイオマスエネルギー
  利用のためのトータルシス
  テムの構築

・クリーンエネルギー自動車
  の導入
・町並みへの新エネルギーの
  活用
・省エネルギー、環境教育へ
  の取り組み
・新エネルギーの有効利用シ
  ステムの構築

北杜市地域新エネルギービジョン（2006年）

アクションプラン

・太陽光発電の導入
・太陽熱利用の導入

・畜産食品等未利用バイオマ
  スエネルギー導入
・バイオマスタウンの構築

○太陽と水を中心とする自然エネルギーの活用
○木質バイオマスを中心とする未利用バイオマスエネギー
  の活用
○環境共生都市・資源循環形社会の形成

基本方針
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小淵沢
(2001)

・エコ・エネルギータウ
  ン小淵沢

長坂町
(2003)

・豊かな自然を守る
・持続可能エネルギーの
  まちをめざして

旧町村地域新エネルギービジョン（2000年～2003年）
基本方針

明野町
(2000)

・「太陽と緑と文化の
  里・あけの」

白州町
(2001)

・杜と水のネットワーク
  に生きる

・太陽光発電の導入
・太陽熱利用の導入

・畜産食品等未利用バイオマスエ
  ネルギー導入
・バイオマスタウンの構築

1.災害に強い安全・安心のまちづ
くり

高根町
(2000)

・新しいエネルギーの導
  入
・環境負担の少ないまち
  づくり

大泉町
(2002)

・新エネルギー持続的循
  環社会形成

北杜市地域新エネルギービジョン（2006年）

基本方針
○太陽と水を中心とする自然エネルギーの活用

○木質バイオマスを中心とする未利用バイオマスエネルギーの活用
○環境共生都市・資源循環形社会の形成

アクションプラン

1　太陽エネルギープロジェクト 4　未利用バイオマエネルギーの

2　小水力エネルギープロジェク
ト

5　BDF燃料プロジェクト

・小水力発電の導入
・水のエネルギー動力利用

・BDF燃料の利用
・BD精製機の導入

3　木質バイオマスエネルギープ 6　環境にやさしいまちづくりプ

・チップボイラーの導入
・薪ストーブ、ペレットストーブ
  の導入
・木質バイオマスガス化システム
  の導入
・木質バイオマスエネルギー利用
  のためのトータルシステムの構
  築

・クリーンエネルギー自動車の導
  入
・町並みへの新エネルギーの活用
・省エネルギー、環境教育への取
  り組み
・新エネルギーの有効利用システ
  ムの構築

北杜市再生可能エネルギービジョン（2016年予定）

基本方針 アクションプラン

3.豊かな自然の恵みを分かち合う
農林業と再エネの共生、再エネ導
入ルール決定、再エネの恩恵を市
民に共有。

再エネや蓄電池を防災拠点周辺に
導入、クリーン自動車インフラ整
備、再エネの見える化

2.世界に誇れるエネルギー生産自
治体を目指して

住宅や民間企業の再エネ自給率
UP、再エネ研究の誘致

表 3 再生可能エネルギービジョン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り」「雇用創出」「交流観光」「生活環境づくり」の

5 つを重点プロジェクトとして設定した。この中

でも、生活環境づくりに相当する「山紫水明プロ

ジェクト」では将来にわたり活力あふれる生活環

境を創生することを目標に、「住みよい住環境づく

りの推進」「環境にやさしいまちづくり」「生涯学

習の推進」の三つの戦略を立てている。「環境にや

さしいまちづくり」において再生可能エネルギー

の推進を掲げており、それを実現させるために策

定されたのが「北杜市再生可能エネルギービジョ

ン」である（表 3）。このビジョンでは、災害時に

おける再エネの活用、再エネ自給率のアップ、再

エネ導入ルールの検討などが挙げられており、積

極的に再生可能エネルギーを導入する姿勢が確認

できる。 

このビジョンの策定においては、2014 年に設置

された「北杜市新エネルギー推進機構」を実質的

な策定委員会と位置け、「環境審議会」での審査等

を経ることとされている（北杜市、2016d）。この 

表 4 北杜市のエネルギービジョンの変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構のメンバーは金融機関や電気事業者、再生可

能エネルギー事業に取り組む企業の代表者ら 10

人で構成され、北杜市環境課が事務局となってい

る。 

 

3. 課題の整理 

(1) 北杜市のエネルギー政策の連続性と柔軟性 

 上記 1)～3)のビジョンにおける方針をまとめ、

その変遷を表 4 に示した。 

再生可能エネルギービジョン（2016年予定）

1.災害に強い安全・安心のまちづくり

　再エネや蓄電池を防災拠点周辺に導入、
　クリーン自動車インフラ整備、再エネの見える化
アクションプラン
　①再エネによる災害に強いまちづくり
　②再エネ熱利用設備の導入
　③クリーン自動車の導入促進
　④エネルギーマネジメントシステムの導入
2.世界に誇れるエネルギー生産自治体を目指して
　住宅や民間企業の再エネ自給率UP、
　再エネ研究の誘致
アクションプラン
　①住宅用太陽光発電システム設置の推進
　②再エネの導入促進
　③先導的な研究開発の拠点づくり
　④公共施設等のエネルギー自給率向上
　⑤住宅・建築物の省CO2対策の推進
3.豊かな自然の恵みを分かち合う

　農林業と再エネの共生、再エネ導入ルール決定、

　再エネの恩恵を市民に共有
アクションプラン
　①農林業の再エネの共生
　②バイオマスの利用促進
　③自然環境に配慮した導入ルール
　④再エネを通じた環境教育
　⑤エコツーリズムの地域資源の発掘



Asakura and Chiba 2016. Consistency and Flexibility of Local Planning 

55 地域生活学研究 第 7号（2016年）pp. 51-59 

 

表 5 北杜市の各計画方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧ビジョンを旧町村ごとに比較すると、新エネ

ルギー系の方針と自然保護や循環型社会の創造に

関する方針の二つに大別でき、地域によりビジョ

ンの方針が異なっていたことが分かる。2003 年の

新エネビジョンではこれらが併記されていること

から、旧ビジョンを継承していたとみることもで

きる。しかし、後述のヒアリングで地域による取

り組みには差異があることが確認できていること

から、単に旧ビジョンを寄せ集めただけの感があ

ることも否めない。 

最新の再エネビジョンでも、基本的には新ビジ

ョンの方針が引き継がれており、これに加え旧ビ

ジョンや新ビジョンでは記述の無かった「防災に

強い安全安心のまちづくり」という項目が新しく

立てられている。これは東日本大震災を受けた全

国的な防災意識の高まりに伴って盛り込まれたと

考えられる。一方で、太陽光発電施設の乱立に対

する規制については、このビジョンの策定プロセ

スにおいて環境審議会等でも問題視されたにも関

わらず（中、2015）、その記述は見られない。この

ことから、部分的に社会情勢の変化に柔軟かつ適

切に対応できていなかった可能性があるといえる。 

(2) 他の計画との整合性 

次にこれらの計画の方針を関連する計画の方針

と比較する。このため、北杜市の最上位の計画で

ある「第一次北杜市総合計画後期計画」、環境部門

での上位計画にあたる「北杜市環境基本計画改訂

版」、また関連計画として「北杜市景観計画」「北

杜市まちづくり計画」の 4 計画について政策方針

を表 5 にまとめる。 

この表から、総合計画と環境基本計画について

は、再生可能エネルギーの推進というキーワード

が共通しており、再エネビジョンと連携が取れて

いると考えられる。一方で、2010 年に策定された

景観計画は、「必要に応じ見直し」とされているも

のの、この計画の見直しがなされたのは当初の見

直し予定通りの 2015 年度であった。北杜市内にお

ける太陽光発電施設の急速な敷設がその数年前か

ら始まっていることを考えると、適切な見直しに

むけた体制作りが必要だったことが考えられる。 

 

4. 北杜市の計画と市民参加 

(1) ヒアリング調査の概要 

 北杜市のエネルギー政策の変化や各段階におけ

る行政内部の調整、さらには市民参加をどのよう

に行ったか確認することを目的とし、エネルギー

政策の担当課である生活環境部環境課とまちづく

り政策の担当課である企画部企画課に対するヒア

リングを行った（表 6）。なお、先述の総合計画は

企画課が、環境基本計画は環境課が、景観計画と

まちづくり計画は建設部まちづくり推進課が担当

している。 

(2) 太陽光発電に関する北杜市の取り組み経緯 

 北杜市は 2006 年に NEDO が公募した「大規模

電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究」の

委託先に決まり、企業との共同事業として、北杜

サイト太陽光発電所を建設した。北杜サイト太陽 

 

表 6 ヒアリング調査概要 

 

 

 

 

 

計画名 担当部署 政策
北杜市第一次

総合計画
（2006）

企画部
企画課

○環境保全対策の推進
・クリーンエネルギーの活用

北杜市環境基
本計画改訂版

（2014)

生活環境部
環境課

○地球環境保全に貢献する杜取り組
  み内容
・低炭素方社会のまちづくり
・再生可能エネルギーの利用促進
・資源の有効活用かつ経済的な利用
  促進

北杜市
景観計画
（2010)

建設部
まちづくり

推進課

○自然・風土・歴史文化に根ざした
  風景づくり
○協働による愛着と誇りのもてる風
  景づくり
○地域が元気になるおもてなしの感
  じられる風景づくり

北杜市
まちづくり
計画（2010)

建設部
まちづくり

推進課

○地域の特性にふさわしい土地利用
○農林環境の保全と営農環境の育成
  支援
○良好な生活環境の形成
○商工業・観光との振興と育成

質問項目

太陽光発電について、
北杜市のエネルギー政
策について、市民参加
について等

旧8町村について、地域
差について、合併後の
まちづくりについて等

実施日 2015年10月19日(月)　 2015年12月22日（火）

対象 北杜市生活環境部環境課 北杜市企画部企画課
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光発電所はMW級の大規模太陽光発電システムの

構築、系統安定化などを目的に実証研究が行われ、

2011 年に実証研究が終了し、同年 4 月より市営の

発電所として北杜市が管理運営を行っている。ま

た同年には経済産業省が地方自治体を対象に公募、

認定、公表を行っている「次世代エネルギーパー

ク」に認定されるなど、太陽光発電において先進

的な取り組みを行い、トップランナーであること

を自負してきた。 

 先述のように FIT 制度の導入により、全国的に

太陽光発電施設は急速に増加した。北杜市では住

宅用太陽光発電施設に対して補助事業を行ってい

るため、また大規模太陽光発電施設に関しても事

業用電気工作物であるため、それぞれ実数を把握

出来ている。しかし 10kW 以上 50kW 未満の地上

設置型発電施設は建設の際に県や自治体に対して

の申請の必要が無いため、実数を把握出来ていな

い（ヒアリング時）。 

2013 年に入ると、その地上設置型太陽光発電施

設の増加が顕著になった。市内の森林が伐採され、

次々太陽光発電施設が建設される現状を危惧した

市民も増え、組織的な活動も見られるようになっ

た。またメディアでもこの問題が取り上げられる

ようになった。また、9 月の定例議会でもこの問

題について質問がなされているが、国が規制緩和

に向いていることを理由に条例化については慎重

な態度であることが述べられている。 

北杜市は豊かな自然を地域資源とし、観光産業

を振興するとともに、地域創生に向けた本格的な

移住者の増加を企図している。そのため自然景観

保全と再エネ推進の両立についてこの頃からよう

やく議論されることとなった。そして翌年の 2014

年に「北杜市太陽光発電施設設置に関する要綱」

が、2015 年にはそれを一部改訂した「北杜市太陽

光発電施設設置に関する指導要綱」が策定され施

行された。この要綱には太陽光発電施設を事業者

が建設する際に留意すべき事項を定めることによ

り、景観や自然環境の保全及び地域環境との調和

を図ることを目的として策定された。主な内容は

太陽光発電施設設置の届出や、設備建設の際に事

業者が果たすべき具体的な事項、必要と認められ

る場合に指導を行うことなどが盛り込まれている。 

なお、同様に太陽光発電の建設の制限を行ってい

る自治体では要綱より法的拘束力のある条例の策

定を行っている自治体も多く、大分県由布市や静

岡県富士宮市などが挙げられる。北杜市が要綱を

選択した理由として、以下の二つが挙げられた。

第一に、条例化に伴う逆訴訟のリスクである。太

陽光発電施設の建設は規制に関する上位の法令が

ないため、これに規制を課す条例はそれ自体が違

法だと訴訟されるリスクがある。第二に北杜市の

全市的な共通意識の醸成である。例えば条例化に

成功した富士宮市では、条文に富士山のことを「市

民共通の財産」と謳っており、このような全市的

な市民の思いが条例化に繋がっている（富士宮市、

2016）。北杜市にも美しい自然景観があるが、市民

の「共通意識」には至っていないことが条例化に

踏み切れなかった一因であるとのことであった。 

以上のような理由により、条例ではなく要綱で対

応を行ってきたが、要綱に示されている事項が遵

守されないケースが少なくないなど、その効力に

ついて疑問が投げかけられることとなった。その

中で、まちづくり計画や景観計画の推進に係わる

「まちづくり審議会」の 2015 年度第一回会議

（2015 年 10 月 28 日）に、委員から提起され、事

務局からも景観条例の届出対象とすることについ

て審議を求めた。その後 3 回の「まちづくり審議

会」での審議を経て、2016 年 3 月に景観条例を改

定し、建築物へ設置するものを除いた 10kW 以上

の事業用太陽光発電施設の建設に伴う届出制度を

組み込むこととなった。 

(3) 計画策定における市民参加 

 まず、旧町村時代のエネルギービジョンにおけ

る市民参加の状況については、資料からも確認が

できなかった。 

 また、新ビジョン（2006 年）の策定段階でも、



Asakura and Chiba 2016. Consistency and Flexibility of Local Planning 

57 地域生活学研究 第 7号（2016年）pp. 51-59 

 

先述のように、旧町村ビジョンが策定されていな

かった２町村を対象とするアンケート調査は行わ

れたものの、パブリックコメントなども含めたよ

り広域な市民を対象とした参加の場は設定されず、

策定委員会にも公募の一般市民の参加などはなさ

れなかった。 

さらに、「北杜市再生可能エネルギービジョン」

の場合には、2015 年度の環境審議会の第 3 回～第

5 回に亘る、計 3 回の審議が行われているが、市

民全体に対するワークショップやパブリックコメ

ントの実施は確認できなかった。 

 先述のように、これと同時期に開催された 2017

年度第 2～4 回の「まちづくり審議会」は、毎回傍

聴者が 15 名を越えるなど市民の関心も高く、景観

計画の一部改正による太陽光発電施設の届け出対

象制度とする件については、263 件ものパブリッ

クコメントが寄せられた。 

(4) 北杜のまちづくりと「地域委員会」 

 北杜市には地域のまちづくりに関する「地域委

員会」という全国的にも特徴的な組織がある。こ

の組織は旧町村に１つずつ設置されており、市民

が市と協働してより良い地域づくりを行うため、

また市政が常に市民の身近にあることを保障する

こと、また市民の意思を市政に反映することを目

的とした組織である。この組織は合併特例法に基

づく「地域審議会」の機能と地域の自治機能を兼

ね備え、①市長の諮問に応じて審議する機能②市

が処理する事務に関する事項について市長に建議

する機能③市建設計画の変更を管理する機能、を

有している（北杜市、2004）。  

各地域委員会は市から予算を用意され、「イベン

トの開催」「有価物のリサイクル、廃棄物の不法投

棄防止等」「子育て支援、福祉ボランティア活動支

援等」「地域性を重視した市民交流」「地域の特殊

性に根づいたまちづくり活動等の支援」などの活

動に充てており、地域のまちづくりに対して大き

な力を持っている。 

 一方で、各町の地域委員会による独自のまちづ

くりが進められてきたため、旧町村の意識が現在

でも市民・職員の双方に残っていることが分かっ

た。市役所内では現在「ALL 北杜」の考えで市政

を進めているが、旧町村の名残もある。 

地域に根付く地域委員会は、これまでの機能を

持ちつつも、地域内住民に対して、市政の説明を

したり、市政に対する地域住民の意見を集約した

りするような役割が期待される。地域委員会同士

の交流を持ち、各種審議会との情報交換を密に行

っていくことで、縦割り化している北杜市を縦横

につなぐ組織となることが可能であると考えられ

る。 

 

Ⅲ 問題を読み解くために～地域計画学からの提

言 

 

 本稿で事例として扱った、北杜市におけるエネ

ルギー政策への取り組みと、その結果としての太

陽光発電施設による景観破壊問題は、これからの

リスク社会における社会の急速な変化に地域計画

や地域組織がどのように対処していけば良いのか、

という課題に対する一定の処方箋を与えるもので

ある。 

 北杜市は、山紫水明の地として豊かな自然と快

適な気候のため、古くから避暑地・別荘地として

のブランドを持つ地であった。その豊かな自然と

日本一の日照時間を活かし、旧町村時代の比較的

早い段階で再エネ推進の政策を進めたことは地球

温暖化防止という時代の要請でもあり、かつこの

分野でのトップランナーを目指した第二のブラン

ドづくりとしても意義があったと言える。多くの

地域で、今後の少子高齢化を見据え、自らの地域

の特性や地域資源を活かしたブランドづくりに向

けた取り組みが進められているが、北杜市の取り

組みもこれに相当するものと考えられる。 

 しかしながら、旧町村時代のエネルギービジョ

ン、また 2006 年に策定された新ビジョンのいずれ

にも、「目標数値」、「想定されるリスク」などにつ
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いての具体的な記述がほとんど見られない。また、

このビジョンを市民と共有し、必要に応じて内容

を見直し、地域の潜在的なリスクを可視化するよ

うな機会を日常的に、かつ広範に行う必要があっ

たと言える。 

 北杜市においても、この間、各種計画の策定委

員会、環境審議会、またまちづくり審議会などの

公的な議論の場は用意されていた。他の市町村で

も同様であるが、個々の審議会での意見や質問な

どが他の審議会等で共有されることは少ない。そ

の意味では担当課・計画・審議会等の縦割りによ

り、その地域で新しく発生した問題については、

担当が不明確で問題が軽視され、先送りされてし

まう場合も考えられる。昨今、多くの市町村にお

いて、審議会等は公開され、議事録等もインター

ネットなどで公表されているが、相互の審議会等

で検討されている課題を共有できる場やシステム

の設計が求められる。このためには、行政に任せ

るだけでなく、地域の市民団体のネットワーク化

を図り、情報を共有し、地域の問題を可視化し、

地域内で共有する仕組みが必要であると考えられ

る。 

 さらに、北杜市のように、旧 8 町村が合併して

誕生した市においては、このような場に、いわゆ

る「地域組織」を組み込んでいくことが求められ

る。 

 一般的な市町村においては、町会や自治会など

がこれにあたるが、北杜市においては、地域審議

会の機能を持つ「地域委員会」があり、これを一

つの核とし、地域委員会と行政、市民、地元コミ

ュニティとの協働の強化と地域委員会同士の連携

強化を図ることが考えられる。このためには、地

域委員会の役割や機能を再定義し、地域の課題を

可視化・共有化する機能を付与し、これを上位の

審議会等に繋げていく組織づくりが求められる。

そして、各地域委員会同士の連携を進め、横のつ

ながりを持たせ、地域委員会同士による合同会議

や交流会を定期的に行うことで、北杜市らしさや、

市の核となる市民共通の意識を創出することも可

能であると考えられる。 

 これと同様に、他の市町村においても、いわゆ

る「地縁組織」と「テーマ型組織」、そして行政の

第三者機関である「各種審議会」が相互の議論の

蓄積、すなわち地域の課題を整理・共有し、解決

にむけた役割分担を進めるための場づくりが求め

られると言えよう。 
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